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Summary 
The main purpose of this study is to build an integrative framework for analyzing success factors for 
new business development by existing global IT companies in an environment of high uncertainty, by 
combining relevant theories that have been treated separately in the existing research. And this pur-
pose is to be achieved through the completion of another purpose of revealing the success factors for 
new business development by the global IT companies. For this purpose, I conducted case study of 
four global IT companies including IBM, HP, Oracle, and EMC. That research evidenced that the 
success factors of IT companies for new business development are the late entry in the market with 
differentiation strategy backed by the unique business activities which were realized by both external 
and internal resources. And this strategy must be followed by the succeeding strategy in the early 
growth period which strengthens differentiation strategy and introduces marketing channel strategy. 
Building on this result, an integrative framework stated above was proposed as the business model 
consisting of such factors as competitive strategies, business processes, and resources. 
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Ⅰ．はじめに 
2000 年以降，IT 業界においては，欧米 IT 企業の日本進出をはじめとするグローバル化
の進展と，インターネット技術によるコンピュータアーキテクチャの変化によって競争環
境の不確実性が高まっており，多くの既成の大企業においても，既存ビジネスが他社の新
規ビジネスによって代替される可能性が高まっている．そのため，多くの大企業にとって
は，対抗して新規ビジネスをいかに成功させるかが大きな課題となっており，①いかに（い
かなるタイミングで）市場に参入するか，②参入後に，いかに競争に勝ち抜いて存続し成
長するか，③それらの戦略を経営資源の面からいかに裏づけるか，といった問題について
の分析の必要に迫られている．そして，これは，IT 業界に止まらず，他の多くの，ことに
技術革新のスピードの速い業界についても同様である． 
しかし，そのような分析のために使える単一のフレームワークは見当たらない．という
のは，上記の諸問題について，その個々に関しては研究がなされているものの，それらは
バラバラに存在しており，統合されたものはないからである．例えば，①の市場参入は，
先行優位や後発優位に関する理論において，②の参入後の競争戦略は，ポジショニング理
論や，Product Life Cycle（以下，PLC）理論において，また，③の経営資源は，Resource Based 
View（以下，RBV）において，それぞれ扱われているが，それらを相互に関連付けた研究
はない．ところが，企業が新規ビジネスを立ち上げようとする場合には，それらを関連付
けた単一のフレームワークがあることが望ましいが，それは見いだされない． 
本研究の目的は，「既存のグローバル IT 企業の新規ビジネスの成功要因」についての，
分析フレームワークを構築することである．なお，分析フレームワークの構築を直接目指
すと，抽象的になる恐れがあるので，まず，予備的フレームワークをつくり，4 社の事例
を同フレームワークによって分析することにより，同フレームワークを評価する．そして，
そのフレームワークが適切なことが明らかになったとすれば，その中に（いくつかの）要
因に関しての何らかの「仮説」といえるものが含まれているはずであり，そのような仮説
の導出を本稿の副次的な目的とする．なお，ここでフレームワークとは，因果関係が明確
な要因のみからなる理論（ないしモデル）とは異なり，そのような要因に加え，「因果関係
がありそうだが，特定されるまでは至っていない要因」まで含む，より緩い枠組みを意味
するものとする（後者のイメージに近いのは，Porter の Five Forces Framework である）． 
ところで，そのようなフレームワークの構築のためには，先に言及した諸理論から必要
な要因を取り出して組み合わせることが必要になるが，ことに，次の 3 組の「要因間の結
合」が必要だと考えられる．第 1 に，「タイミング戦略，ポジショニング理論，および標準
化戦略の要因間の結合」であり，これは，参入時に，先発するか否か，またその際の競争
戦略はいかなるものかが，参入の成否を左右するからであり，さらに，IT 業界では，標準
化をめぐる競争が重要であると考えられるためである．第 2 に，「参入期と成長期の戦略に
関する理論双方の要因間での結合」であり，これは，参入の成功はその後の成功を保証す
るものではなく，参入期に成長期の戦略をも構想しておくことが必要と考えられるからで
ある．最後に，「ポジショニング理論と RBV 双方の要因間での結合」であり，これは，参
入戦略に経営資源の裏付けが必要なのはもちろん，その後，競争戦略を変化させる必要が
生じた場合には，経営資源の組み替えが必要になると思われるからである． 
本研究の構成は以下のとおりである．Ⅱでは既存研究をレビューし，フレームワーク構
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築の方向性を示す．Ⅲでは“予備的”フレームワークを提示し，分析方法および“本”フレー
ムワークの構築方法の方向性を明らかにする．Ⅳでは IBM 他 4 社の事例を分析して予備的
フレームワークを評価する．Ⅴではその結果を横断的に分析し，上述の仮説および“本”フ
レームワークを導出する． 
 
Ⅱ．既存研究のレビュー 
本章では，上述の「単一の分析フレームワーク」への，それに関連のありそうな既存の
研究分野の貢献と限界を先述の 3 組の「要因間での結合」に焦点をあて検討し，同フレー
ムワーク構築の方向性を明らかにする． 
 
1．ダイナミック・スクール 
Ｉでは例示しなかったが，本研究の目的に関連のありそうな研究に，ダイナミック・ス
クールがある．これは「不確実な環境での戦略形成」を扱う理論の集まり（河合，2004）
であり，新規ビジネスにフォーカスしたものではないが，それを扱ったものもかなり含ま
れているので簡単に検討する．ダイナミック・スクールは法則スクール，不確実性スクー
ル，プロアクティヴ・スクールの 3 タイプ（サブスクール）からなる． 
この中では不確実性スクールが Ⅰで述べた本稿の課題にもっとも適しているようにみ
えるが，実際にはそうではない．例えば，McKinsey & Company の不確実性戦略論（Courtney, 
Kirkland and Viguerie, 1997）は環境不確実性と戦略をそれぞれ 4 タイプに分け，環境ごとに
適切な参入時の戦略を論じている．また，Eisenhardt and Sull（2001）のシンプル・ルール
戦略は，不確実な環境での戦略の成功要因としてのスピードの重要性，そのための戦略決
定のルールの単純化の必要性を説いている．この他，リアルオプション理論もこのスクー
ルに含まれる．しかし，以上のいずれの理論も参入後の戦略と経営資源を扱っていない点
で共通している． 
次いで，「自己の戦略によって不確実な環境を自己に有利な環境に変えてしまう」プロア
クティヴ・スクールについて見ると，例えばチャクラバシ理論（Chakravarthy, 1997）はス
ピードの重要性を，ハメル理論（Hamel, 2000）はビジネス・コンセプト・イノベーション
の重要性を強調しているが，いずれも上記の課題に対しては部分的である．また，ゲーム
理論を応用した Ghemawat（1991）のコミットメント論についても同じことがいえる． 
最後に法則スクールについてみると，これは（Porter 理論のような）スタティック理論
を一般化することによってダイナミック戦略論を展開しようとするものであり，ダヴニ理
論（D'Aveni, 1995）が代表的とされるが，これは新規ビジネスを扱ったものではない． 
 
2．タイミング戦略 
新規ビジネスにとって参入タイミングは特に重要であり，他社との比較で参入のタイミ
ング（先行，同時，後発等）を選択しなければならない．Liberman and Montgomery（1988）
は，先行優位と先行不利の原因について論じ，Schnaars（1994）は，後発参入者を初期追随
と後期追随とに分類し，後発優位の要因を特定している．これは，参入タイミングの戦略
については参考になるが，競争戦略や，参入後の戦略，さらに経営資源は扱っていない． 
参入後の戦略について，山田・遠藤（1998）は，先行優位と後発優位を分ける要因を特
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定し，参入後の競争優位の維持，強化に関して論じている（例えば，先発者については，
漸進的機能向上・価格低下・スピードの 3 つの同時追及，累積生産量の早急な増加，自社
規格の公的標準化）．しかし，経営資源については触れていない． 
以上のような分類を超えて，戦略形成の視点からタイミングを分析した Suarez and 
Lanzolla（2005）は，技術進歩と市場拡大のスピードに注目し，新商品を取り巻く環境を分
析し，次いで経営資源（性質と規模）を他社と比較評価し，先行優位を得られるならばど
のような種類（短期的か長期的か，直接か数年後か）かを判断すべきとしている．これは，
環境の不確実性，経営資源の考慮について参考になるが，競争戦略は扱っていない． 
以上，タイミング戦略を扱った研究では，タイミングを判断する戦略，参入後の競争優
位の維持・強化，また，環境の不確実性と経営資源による戦略立案について論じているが，
参入時の競争戦略は扱っていない．このことは，競争戦略（ポジショニング理論）による
補完が必要であることを示唆している． 
 
3．ポジショニング理論 
ポジショニング理論において代表的な Porter（1980）の基本戦略では，3 つの戦略（コス
トリーダーシップ・差別化・集中）を定義し，その 1 つを選択し，変更してはいけないと
している．この基本戦略の考え方自体は有効であるが，本研究の課題である不確実性の高
い環境における新規ビジネスの成功という観点からすると，いくつか課題がある． 
第 1 に，ポジショニング理論は，業界構造が安定的な場合についての理論であり，新規
事業や成長初期など，業界構造が不安定的な場合，十分な分析はできない（沼上, 2009）1) ．
第 2 に，業界構造が不変であるという前提を置いたある一時点での戦略決定であり，連続
的な戦略決定は想定していない（河合, 2004）．最後に，戦略の成功への貢献は，「企業活動
（購買物流，生産，マーケティング等）」であるとし，経営資源には触れていない． 
以上，ポジショニング理論は，その基本戦略は参考になるが，それだけでは不十分であ
り，他の競争戦略による補完や，経営資源との関連を考慮する必要がある． 
 
4．標準化戦略 
標準化をめぐる競争は，エレクトロニクス分野を中心に激しく行われてきたが，IT 業界
でも同様の競争がなされてきた．淺羽（1995）は，ネットワーク外部性が働く市場で，業
界標準を獲得する企業行動には，自社単独で早期にマーケットシェアを大きくするクロー
ズド・ポリシーと，自社製品のフォーマットを公開して，自社・他社製品のマーケットシ
ェアの合計を大きくするオープン・ポリシーがあるとしている．山田（2004）は，規格競
争を世代間，世代内に大別し，PLC の各段階別，企業の地位別にデファクト・スタンダー
ド戦略の定石を示した．標準化戦略では，技術，対外企業との関係性の選択，PLC の段階
別，企業の地位別に戦略立案の必要性を示しているが，経営資源には触れていない． 
 
5．PLC 理論と関連する研究 
新製品の市場投入から，その後の発展段階について論じたいくつかの議論がある．もっ
とも典型的なのは PLC 理論（Kotler, 1965）であり，新製品の投入とその後の段階を連続的
に扱っている．例えば，業界標準規格の成立後は，各社の製品開発・市場開拓投資への不
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安が減尐する結果，市場が離陸し，以後は価格とコストが競争の中心になり，競争に劇的
な変化が生じることが示唆されている（嶋口・石井, 1995）． 
Moore（2004）は，市場に視点を置いた普及理論（Rogers, 1962）をベースに，初期市場
とその後のメインストリーム市場に分類し，2 つの間の亀裂をキャズムとした．そして，
それを超えるための戦略と，超えた後の戦略についてそれぞれ示し，大幅に変更の必要が
あるとしている．これは，成長期における初期段階の重要性，戦略変更の必要性について
は参考になるが，経営資源は扱っていない． 
 
6．RBV 
Barney（2001）を代表とする RBV では，持続的競争優位を左右する要因は，所属する業
界の特質ではなく，その企業が有する固有のケイパビリティであるとしている．しかし，
同理論は経営資源を競争優位の源泉として維持させるための条件は明示しているものの，
新規ビジネスにおいてはことに重要な，価値を生み出す局面の分析を外部環境重視のポジ
ショニング理論に委ねており，単独では競争戦略たりえない（岡田, 2001）． 
RBV とポジショニング理論は，補完的であることが指摘されたが（Amit and Schoemaker, 
1993; Saloner, Shepard, and Podolny, 2001），その補完メカニズムの分析は十分に行われてい
なかった（中村・岡田・澤田, 2006）．それを明らかにしたのが河合（2012）であり，競争
戦略を，「競争戦略」，「製品／製品戦略」，「機能別戦略／活動」の 3 つのレベルに，また，
経営資源を「資源（ストック）」，「能力」，「資源（フロー）／活動」の 3 つのレベルに分け
たうえで，「製品／製品戦略」と，「資源（フロー）／活動」の重なりを示すことによって
両理論の補完関係を明らかにした． 
そしてより重要なのは，同書は，「製品／製品戦略」と「機能別戦略／活動」を合わせた
ものを Business Model（以下，BM）と定義して競争戦略の実現に不可欠な仕組みとし，そ
れを RBV とポジショニング理論の具体的な統合メカニズムと位置付けていることである．
これは，そのカバーする範囲の広さから見て，同概念が，これまでに見た諸理論を統合し
て「単一の分析フレームワーク」を作る際の基礎として利用できることを示唆している． 
 
7．既存研究の課題とフレームワークの方向性 
以上，どの既存研究も，本研究が求める「単一の分析フレームワーク」の特定部分には
関わっているものの，それだけでは同フレームワークを構築できないこと，しかし，それ
らで扱われている要素を何らかの形で結合すれば，「単一の分析フレームワーク」の構築が
可能であることが示唆された．また，それを具体化する上で，河合（2012）の「BM」概念
が基礎として使えそうなことが明らかになった． 
そこで本研究では，基本的にはそれを使って「単一の分析フレームワーク」の構築を試
みるが，河合（2012）の BM 概念には，「競争戦略」そのものと，「ストックとしての資源」
は含まれていない．しかし，BM についての研究（例えば，Timmers, 1998; 國領, 1999; Amit 
and Zott, 2001; Chesbrough and Rosenbloom, 2002; Magretta, 2002; Morris, Schindehutte and Al-
len, 2005; Johnson, Christensen and Kagermann, 2008）の多くは，それらを BM の要素として
いる．例えば，代表的な Johnson at al.（2008）は，顧客への提供価値，利益方程式，プロ
セス，とともにストックとしての経営資源を BM の構成要素とし，Chesbrough（2003）も，
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競争戦略とともにストックとしての経営資源―ことに外部資源―の重要性を強調している． 
本研究では，BM を「競争戦略」，「プロセス」，「経営資源（外部資源を含む）」からなる
ものと定義し，それをベースとして「予備的フレームワーク」を設定することにする． 
 
Ⅲ．予備的フレームワークの設定と分析方法 
1．予備的フレームワークの設定 
本研究では，まず「予備的フレームワーク」を設定し，それを用いた事例研究によって
「既存のグローバル IT 企業の新規ビジネスの成功要因」についての仮説を導出するととも
に，同フレームワークの妥当性を評価し，必要であればそれを修正して“本”フレームワー
クを導出するという方法を用いる．これは，「仮説構築型の事例研究では手掛かりとして（先
験的）概念を用いても良いが，（思考を制約するので）概念間の関係は事前に想定しない方
がよい」とする Eisenhardt（1989）の方法をやや超えているが，概念間の関係を全く考えな
いというのは困難であり，またむしろ恣意的になる危険があると考えるからである． 
以上のような考えに基づいて作成した「新規ビジネス成功要因の予備的フレームワーク」
を示したのが，図 1 である（要因の詳細は表 1 参照）．同フレームワークは，参入期と成長
期（初期）という 2 つのステージからなり，各ステージにおいてパフォーマンスを実現す
るものを，BM としている．ここで BM とは，（a）競争戦略，（b）プロセス，（c）経営資
源，の 3 つの要因からなるものであり，パフォーマンスを直接規定するのが「競争戦略」
であり，「競争戦略」を可能にするものが「プロセス」，さらに，そのプロセスを実現する
のに必要なものが「経営資源」であると仮定している 2) ． 
参入期の競争戦略は，「タイミング戦略（先行優位，後発優位）」，「基本戦略（コストリ
ーダーシップ，差別化）」と「標準化戦略」の組み合せを，成長期（初期）は「基本戦略」
と「標準化戦略」を仮定した．プロセスは，「活動の独自性」，「プロセス全体の独自性」と
した．前者は生産，販売等の企業活動のいずれかに，また後者は活動に全体に内在する独
自性（強さ）を意味する．経営資源は，「内部資源」，「外部資源」の組み合せを前提とした． 
 
 
図 1 新規ビジネス成功要因の予備的フレームワーク 
 
2．分析方法 
予備的フレームワークの検証には，4 つのグローバル IT 企業における新規ビジネスの事
パフォーマンスBM
成
長
期(
初
期)
参
入
期
競争戦略プロセス
先行優位，後発優位
新規ビジネス成功
内部資源
外部資源
新規ビジネス拡大
プロセス全体の独自性
活動の独自性
標準化戦略
内部資源
外部資源 プロセス全体の独自性
活動の独自性
標準化戦略
経営資源
コストリーダーシップ,
差別化
コストリーダーシップ,
差別化
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例を取り上げた．事例の選定基準は，第 1 に，急速な技術革新が起きるビジネス環境であ
ること，第 2 に，グローバルにビジネスを展開している既成の大企業の事例であること，
第 3 に，新規ビジネスの参入に成功し，その後，そのビジネスを拡大させた事例であるこ
と，である 3) ．なお，IT 業界は，大きくハードウェアとソフトウェアのビジネスに分類さ
れるが，双方に適用可能なフレームワークを構築するために両事例を対象とした 4)． 
参入期，成長期（初期）の分類については，市場の成長率と，企業業績等の定量的デー
タをもとに著者が判断して定義したが，第 3 者機関の市場分析データを利用し，判断の客
観性を確保した 5) ．パフォーマンスの尺度は，参入期については「新規ビジネスの成功」
とし，より具体的には，「市場にはじめて登場した全くの新規ビジネス」では「市場の創出」，
「自社にとっての新規ビジネス」では「短期間での立上げ」とした．次いで，成長期（初
期）については「新規ビジネスの拡大」とし，より具体的には，「ビジネスの売上高の拡大
による上位シェアの獲得」とし，「市場成長率を上回る成長率を実現すること」と定義した． 
事例の調査は，まず，分析対象企業のアニュアルリポート，ニュースリリースなどを用
いて，表 1 の成功要因分析表をもとに予備的に成功要因を調査，分析した．次いで，事例
に関わりのある人々にインタビューを実施することで，分析の客観性の確保に努めた 6)．
評価は，各要因について，成功にとって「特に重要だった成功要因」，「成功要因」，「成功
要因ではなかったもの」という 3 段階でインタビュー対象者に評価して頂いた．4 事例の
個別の分析後に横断的分析を実施し，予備的フレームワークを修正し，本フレームワーク
を構築した．次章では，事例研究によって予備的フレームワークを検証する． 
 
表 1 成功要因分析表 
 
 
Ⅳ．事例研究 
1．事例１ IBM「Linux サーバー」 
（1）事実経緯 
現在，Linux7)サーバーは，Windows サーバーの対抗馬としての地位を確立しつつある．
Linux サーバーの普及は，IBM や HP の戦略が大きく影響している．とりわけ，大企業向け
（High-end，Midrange クラス）では，IBM が突出している（表 2 参照）．本節では，IBM の
1 先行優位
2 後発優位
3 コストリーダーシップ
4 差別化
5 ファミリー企業の形成
6 キラーアプリの発見
7 活動の独自性
8 プロセス全体の独自性
9 内部資源の活用
10 外部資源の活用
11 コストリーダーシップ
12 差別化
13 互換性の堅持
14 よい競争相手の育成
15 ドミナントデザイン確立
16 活動の独自性
17 プロセス全体の独自性
18 内部資源の活用
19 外部資源の活用
（注）評価：特に重要だった成功要因「◎」，成要要因「○」，成功要因ではなかったもの「－」

項目 内容 評価（注）
参入期
タイミング戦略
基本戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
標準化戦略
競争戦略
成長期
(初期)
基本戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
標準化戦略
競争戦略
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Linux サーバー（大企業向け市場）ビジネスに焦点を当て，その成功要因を分析する． 
1997 年のガースナーCEO による e-business 戦略の発表後，IBM は，ハードからサービス
企業へと転換し V 字回復を果した（99 年決算で同社史上最高の純利益 77 億ドル）が，サ
ーバー部門では，その売上を下げていた．一方，Sun Microsystems8)（以下，Sun）は，イン
ターネット用途を中心とした UNIX サーバーで大躍進し，2000 年度前半期決算では，前年
比で売上高 26.1％増，純利益 34.2％増とし，市場シェアを大きく奪った． 
1999 年 3 月，IBM は全サーバー製品で Linux を利用可能にし，Linux ビジネスへの 2 億
ドルの投資を発表した．ディストリビュータ 9)大手 4 社（Caldera System，Pacific HiTech，
Red Hat，SuSE）とアライアンスを締結し，彼らの LinuxOS を自社サーバーとセット販売
した．社内に Linux テクノロジーセンター（以下，LTC）を設立し，Linux コミュニティ 10)
と共に，無償で技術向上に取り組んだ．2000 年 8 月には 2 億ドルの追加投資を発表し，コ
ンサルティング，教育等のサービス事業を立ち上げ，Linux 関連サービスを拡大した． 
2001 年 2 月，Linux 関連サービスについて，今後 3 年間で 3 億ドル以上の投資を実施す
ることを発表し，独立系ソフトウェアベンダーのための Linux 上でのアプリケーションの
動作テスト環境を整備した．02 年 1 月，市場初の Linux 専用のメインフレームを発表し，
同年 3 月には SuSE と，9 月には Red Hut とのアライアンスを強化した． 
 
表 2 World Wide ベンダー別 Linux サーバー売上高推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）IDC 資料より著者作成       
 
（2）参入期の成功要因分析（1999～2000 年） 
第 1 に，競争戦略について特に重要だったのは，早期の市場参入である．先行した
Compaq
11)，Dell に多尐の遅れはあったが，ほぼ同時であり，技術的リーダーの地位を獲得
した．その他の成功要因としては，オープン OS を自社サーバーと組み合わせ高信頼化さ
せた「差別化」戦略，次いで，Linux 関連の多くの企業群を形成した「標準化戦略」である． 
第 2 に，プロセスについての成功要因は，「活動の独自性」である．製品開発では，Linux
コミュニティとの無償 OS 共同開発と，ハードウェア自社開発の組み合せにより Linux 搭
載サーバーを高信頼化させた．調達では，LinuxOS をディストリビュータから調達したも
のを販売した．その他の成功要因は，「プロセス全体の独自性」である．Linux コミュニテ
ィ，ディストリビュータとの分業構造は，HP 等の競合他社とほぼ同等であったが，Linux
コミュニティへの技術的貢献度では，他社を大きく上回っていた． 
第 3 に，経営資源について特に重要だったのは，Linux コミュニティへの間接支援，複数
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のディストリビュータとの提携といった「外部資源の活用」である．その他の成功要因と
しては，人材（技術者）と既存製品を活用した「内部資源の活用」である． 
 
（3）成長期（初期）の成功要因分析（2001～2002 年） 
第 1 に，競争戦略について特に重要だったのは，世界初の Linux 専用メインフレームを
代表とする大企業向けの「差別化」戦略である．その他の成功要因としては，互換性ツー
ルの提供や，HP という良い競争相手の存在といった「標準化戦略」である．また，販売パ
ートナーを拡大することで短期間での世界展開を可能にした「チャネル戦略」がみられた．
第 2 に，プロセスの成功要因は，調達と販売を強化した「活動の独自性」である．次いで，
大企業市場と世界市場の同時展開という「プロセス全体の独自性」である．第 3 に，経営
資源について特に重要だったのは，販売パートナーという「外部資源の活用」である．ま
た，その他の成功要因は，既存の流通チャネルの活用などの「内部資源の活用」である． 
以上，本事例の成功要因の分析を示したものが表 3 であり，成功要因フレームワークの
適合性を評価したものが図 2 である．図 2 では，特に重要だった成功要因を  とし，成
功要因要因を  ，予備的フレームワークにない重要だった要因を  としている．成功
要因は，以下の 2 点において予備的フレームワークと概ね適合しているといえる．第 1 に，
成功要因が，予備的フレームワークで設定した要因群に包含されていること．第 2 に，参
入期から成長期（初期）にかけて成功要因が変化したことである．しかし，予備的フレー
ムワークにはなかった要因（マーケティング戦略）もわずかだが見出されている． 
競合他社の考察 
HP は，Compaq の買収により，Linux サーバーを大きく伸ばした．しかし，成長期（初
期）における差別化戦略が弱かったために，大企業向け市場では苦戦した．Sun は，自社
OS である「Solaris」に拘り，Linux には消極的であった．Solaris は「ファミリー企業の形
成」の点で，Linux に务り，市場の拡大ができなかったと考えられる． 
 
表 3 IBM「Linux サーバー」の成功要因分析表 
 
 
1 先行優位 ◎
2 後発優位 －
3 コストリーダーシップ －
4 差別化 ○
5 ファミリー企業の形成 ○
6 キラーアプリの発見 －
7 活動の独自性 ○
8 プロセス全体の独自性 ○
9 内部資源の活用 ○
10 外部資源の活用 ◎
11 コストリーダーシップ －
12 差別化 ◎
13 互換性の堅持 ○
14 よい競争相手の育成 ○
15 ドミナントデザイン確立 －
マーケティング戦略 － チャネル戦略 ◎
16 活動の独自性 ○
17 プロセス全体の独自性 ○
18 内部資源の活用 ○
19 外部資源の活用 ◎
（注）評価：特に重要だった成功要因「◎」，成要要因「○」，成功要因ではなかったもの「－」

基本戦略
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
成長期
(初期)
競争戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
標準化戦略
項目 内容 評価（注）
参入期
競争戦略
タイミング戦略
基本戦略
標準化戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
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図 2 IBM「Linux サーバー」の成功要因フレームワーク 
 
2．事例２ HP「ミニノート PC」 
（1）事実経緯 
2007 年 10 月，台湾 Asus が世界初のミニノート PC12)（Eee PC 701）を発売した．同年，
世界で 20 万台程度のミニノート PC の出荷台数は，08 年には 1,140 万に達し，10 年には
2,950 万台と予測されていた．Eee PC の特長は低価格であり，高価なモバイル PC と，イン
ターネット利用には不便な携帯電話機との間のカテゴリーを創出した．その後，ノート PC
世界シェア 1 位の HP と 2 位の Acer が参入し，市場を決定づけた．本節では，破壊的イノ
ベーターである Asus に対する HP の対応について，その成功要因を分析する． 
2008 年 4 月，HP はミニノート PC 市場に参入した．CPU には台湾 VIA Technologies の
C7 を搭載し，OS は Linux と Windows XP／Vista を選べるタイプであった．キーボードが
大きく，外装は新品の表面状態を保つ工夫をし高級感を持たせた．同年 7 月，Acer の参入
を機に価格は低下していった．08 年 9 月に Lenovo，10 月には Dell，東芝が参入した．こ
の時 HP は，新製品 HP Mini 1000 を 3 モデル発売した．Intel の Atom を搭載し，Linux と
Windows XP の 2 種類を用意した．さらに，ファッションブランド（Vivienne Tam）とのコ
ラボモデルを発売した．09 年 1 月，ビジネス向けの HP Mini 2140 を発表した．この結果，
09 年 1Q 時点で世界シェア 3 位を獲得している（表 4 参照）． 
 
表 4  World Wide のベンダー別ミニノート PC 売上高 
  
プロセスについては，「活動の独自性」のみ記載
プロセス
参
入
期
先行優位
実質的先行による
技術的リーダーシップ
内部資源
高信頼の自社製サーバー
世界各地のLinux技術者
経営資源 競争戦略
外部資源
Linuxコミュニティ
ディストリビュータ
差別化
OSのオープン性と
高信頼化の同時実現
新規ビジネス成功
Linuxサーバー
大企業向け市場の創出
成
長
期
（
初
期
）
差別化
Linux専用メインフレーム
サポートサービスの拡大内部資源
メインフレーム資産
既存の流通チャネル
外部資源
ディストリビュータ
販売パートナー チャネル戦略
パートナー販売活用による
短期間でのグローバル展開
新規ビジネス拡大
Linuxサーバー
大企業向け市場の拡大
パフォーマンスBM
製品開発
全サーバー製品の
Linuxの高信頼化対応
調達
OSを外部から調達し販売
することでオープン性確保
調達
サービス調達の拡大
パートナー支援の拡大
販売
サードベンダを活用し，
大企業＋世界市場へ展開
：成功要因：特に重要だった成功要因 ：予備的フレームワークにはない重要だった成功要因（注）
標準化戦略
ファミリー企業の形成
標準化戦略
互換性ツールの提供
良い競争相手の存在
単位：USM$
順位 メーカー 2008 1Q 2008 4Q 2009 1Q
1 Acer 0.0 2.2 1.8
2 Asus 0.3 1.7 0.9
3 HP 0.0 0.9 0.7
4 Dell 0.0 0.4 0.4
5 Lenovo 0.0 0.4 0.2
6 Toshiba 0.0 0.3 0.2
（出所）DisplaySearchPressReleaseより著者作成
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（2）参入期の成功要因分析（2007 年 10 月～2008 年 8 月） 
第 1 に，競争戦略について特に重要だったのは，「先行優位」であり，HP の参入は大手
では 1 番であった．次いで，「コストリーダーシップと差別化の同時実現」である．Asus
と同等価格ながら，操作性や外観，性能面を差別化した 13) ．その他の成功要因は，「標準
化戦略」があげられる．第 2 に，プロセスについて特に重要だったのは，デザインに注力
した製品開発と，OEM14)生産という「活動の独自性」である．次いで，差別化製品の低コ
スト生産という「プロセス全体の独自性」である．第 3 に，経営資源について特に重要だ
ったのは，既存の PC 事業の台湾メーカーを活用した「外部資源の活用」である． 
 
（3）成長期（初期）の成功要因分析（2008 年 9 月以降） 
第 1 に，競争戦略について特に重要だったのは，「コストリーダーシップの継続と差別化
の加速」である．市場浸透を狙った値下げと同時に，ファッションとの融合を図り差別化
した．また，既存の販売チャネルを活用した「チャネル戦略」がみられた．第 2 に，プロ
セスについて特に重要だったのは，製品開発と販売の「活動の独自性」であった．製品開
発では，外部技術を活用した．その他の成功要因は，差別化と同時にチャネル展開を実施
した「プロセス全体の独自性」であった．第 3 に，経営資源について特に重要だったのは，
外部のデザイナーなどを活用した「外部資源の活用」である．その他の成功要因は，既存
の流通チャネルや，世界的な PC のブランド力の活用といった「内部資源の活用」である． 
以上，本事例の成功要因の分析結果を示したものが表 5 であり，成功要因フレームワー
クの適合性を評価したものが図 3 である．予備的フレームワークでは想定していなかった
要因（コストリーダーシップと差別化の同時実現）や，予備的フレームワークにはなかっ
た要因（マーケティング戦略）も見出された． 
競合他社の考察 
参入期に Acer は追随したが，Lenovo，Dell，東芝は出遅れた．成長期（初期）では，Asus
はグローバル展開に遅れ，HP と Acer にキャッチアップされた． 
 
表 5 HP「ミニノート PC」の成功要因分析表 
 
1 先行優位 ◎
2 後発優位 －
3 コストリーダーシップ ◎
4 差別化 ◎
5 ファミリー企業の形成 －
6 キラーアプリの発見 ○
7 活動の独自性 ◎
8 プロセス全体の独自性 ○
9 内部資源の活用 ○
10 外部資源の活用 ◎
11 コストリーダーシップ ◎
12 差別化 ◎
13 互換性の堅持 ○
14 よい競争相手の育成 ○
15 ドミナントデザイン確立 ○
マーケティング戦略 － チャネル戦略 ◎
16 活動の独自性 ◎
17 プロセス全体の独自性 ○
18 内部資源の活用 ◎
19 外部資源の活用 ○
（注）評価：特に重要だった成功要因「◎」，成要要因「○」，成功要因ではなかったもの「－」

成長期
(初期)
競争戦略
基本戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
標準化戦略
項目 内容 評価（注）
参入期
競争戦略
タイミング戦略
基本戦略
標準化戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
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図 3 HP「ミニノート PC」の成功要因フレームワーク 
 
3．事例３ Oracle「ERP 業務ソフトウェア」 
（1）事実経緯 
Oracle は，RDB15)市場のリーダー企業であり，ERP パッケージ 16)への参入は 1987 年と早
期であったが，トップの SAP との差は歴然としていた．2005 年以降，M&A 戦略へ転換し，
ERP 業務ソフトに本格参入した．本節では，ERP 業務ソフトについて，SAP に対抗し 2 強
にまでビジネスを拡大させた Oracle の成功要因を分析する． 
2005 年 1 月，Oracle は人事管理ソフトの PeopleSoft を約 103 億ドルで買収した．同社は
04 年に財務・会計の JD Edwards を買収しており，人事と財務・会計ソフトを入手した．3
月に小売業向けソフトの Retek，7 月に小売業向けの利益最適化ソフトの ProfitLogic，11 月
に物流管理ソフトの G-Log を買収し，SCM17)のリーダー的存在になった．その後も，06 年
1 月，CRM18)ソフトの Siebel Systems を約 59 億ドルで買収した． 
プレジデントのフィリップ氏は，M&A 戦略を「傘戦略」と表現し，柄の RDB を核に，
傘布の業務ソフトをミドルウェア 19)という傘骨がつなぐとし，傘布と傘骨を広げ，企業向
けソフトのすべてを提供していくという考え方を示した．これらの M&A 戦略の結果，急
成長を遂げ SAP に追随し，その他の ERP ベンダーを大きく引き離している（表 6 参照）． 
 
表 6 SAP と Oracle の ERP 売上高推移 
 
  
（出所）Oracle, SAP Annual Report より著者作成 
プロセス
参
入
期
先行優位
大手では一番乗り
（初期追随）
内部資源
既存PC事業のプロセス，
グローバル調達力
経営資源 競争戦略
外部資源
台湾メーカーの
低コスト生産技術
コストリーダーシップ
＋差別化
最安価格・高級製品
新規ビジネス成功
ミニノートPC市場の
創出
破壊的イノベーター
への対応
成
長
期
（
初
期
）
コストリーダーシップ
＋差別化
低価格維持，新モデル投入
内部資源
法人販売チャネル
世界的PCブランド
外部資源
デザイナー
日本写真印刷
チャネル戦略
グローバル・法人販売
新規ビジネス拡大
シェア３位の獲得
法人市場の創出
パフォーマンスBM
製品開発
機能面での差別化に加え，
デザインにも注力
製造
既存のPC事業で実績の
ある台湾メーカーの
OEM生産を活用
製品開発
外部技術の製品への応用
（模様印刷，デザイン）
販売
既存チャネルの製品展開
(グローバル，法人販売網)
：成功要因：特に重要だった成功要因 ：予備的フレームワークにはない重要だった成功要因（注）
標準化戦略
キラーアプリの発見
標準化戦略
良い競争相手の存在
ドミナントデザイン確立
プロセスについては，「活動の独自性」のみ記載
0
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（2）参入期の成功要因分析（2005 年） 
第 1 に，競争戦略について特に重要だったのは，特定業界と業務に特化した「差別化」
である．その他の成功要因は，M&A 戦略による「後発優位」であり，市場拡大のスピード
に自社開発では限界であるとし，M&A により短期間で市場シェアを獲得した．第 2 に，プ
ロセスについて特に重要だったのは，製品開発といった「活動の独自性」である．ミドル
ウェアの自社開発を強化し，買収ソフトと自社ソフトとの製品間の統合に注力した．第 3
に，経営資源について特に重要だったのは，組織再編能力といった「内部資源の活用」で
ある．その他の成功要因は，外部の高シェア製品獲得といった「外部資源の活用」である． 
 
（3）成長期（初期）の成功要因分析（2006 年以降） 
第 1 に，競争戦略についての成功要因は，CRM 等の強い分野を拡大した「差別化」であ
る．注力分野は，SAP が比較的強くない分野であり，直接競合することを回避した．また，
ミドルウェア開発をさらに強化し，SAP との ERP 製品群との機能差異を埋めた．第 2 に，
プロセスについての成功要因は，自社のミドルウェアを中心とした製品開発への投資をさ
らに拡大した「活動の独自性」である．次いで，ソフトの買収と，自社ミドルウェア開発
に投資を適切に配分し，短期間でのビジネス拡大を実現した「プロセス全体の独自性」で
ある．第 3 に，経営資源について特に重要だったのは，「内部資源の活用」であり，自社の
ソフト開発技術者の多くを，他社ミドルウェア製品との互換開発へシフトさせた．次いで，
外部の開発技術者の積極的な採用等の「外部資源の活用」である． 
以上，本事例の分析結果を示したものが表 7 であり，成功要因フレームワークの適合性
を評価したものが図 4 である．重要な要因が予備的フレームワークの要因群に包含されて
おり，予備的フレームワークと概ね適合している． 
競合他社の考察 
2006 年時点の ERP 市場では，3 位以下の企業の売上高は，Oracle の 3 分の 1 以下であり，
その差は歴然としている．また，ERP では SAP との差が縮まらないものの，RDB では SAP
は Oracle の最大の販売代理店であり，事業間の競争と協業のマネジメントに長けている． 
 
表 7 Oracle「ERP 業務ソフトウェア」の成功要因分析表 
 
1 先行優位 －
2 後発優位 ○
3 コストリーダーシップ －
4 差別化 ◎
5 ファミリー企業の形成 －
6 キラーアプリの発見 －
7 活動の独自性 ◎
8 プロセス全体の独自性 ○
9 内部資源の活用 ◎
10 外部資源の活用 ○
11 コストリーダーシップ －
12 差別化 ○
13 互換性の堅持 －
14 よい競争相手の育成 －
15 ドミナントデザイン確立 －
16 活動の独自性 ○
17 プロセス全体の独自性 ○
18 内部資源の活用 ◎
19 外部資源の活用 ◎
（注）評価：特に重要だった成功要因「◎」，成要要因「○」，成功要因ではなかったもの「－」

成長期
(初期)
競争戦略
基本戦略
標準化戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
項目 内容 評価（注）
参入期
競争戦略
タイミング戦略
基本戦略
標準化戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
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図 4 Oracle「ERP 業務ソフトウェア」の成功要因フレームワーク 
 
4．事例４ EMC「外部ストレージソフトウェア」 
（1）事実経緯 
EMC は，外部ストレージ市場のトップシェア企業である．2004 年以降，ILM20)の登場を
契機として，外部ストレージソフトに本格参入し，ソフトやサービスを含めたソリューシ
ョン企業へと転換した．本節では，EMC の外部ストレージソフトの成功要因を分析する． 
2003 年，トゥッチ CEO はソフト・サービスへの注力という新戦略を発表した．同年 7
月，ストレージのバックアップ・リカバリソフトの Legato Systems を約 13 億ドルで買収，
10 月，非構造化データの管理の Documentum を約 17 億ドルで買収した．12 月，VMware
を約 6.4 億ドルで買収した．同社はサーバー仮想化技術ソフトを販売しており，事業領域
を拡張した．04 年 12 月，ネットワーク管理ソフトの System Management Arts を買収した． 
2005 年 8 月，NAS21)仮想化を手がける Rainfinity を約 1 億ドルで買収，10 月には入力管
理ソリューションを手がける Captiva Software，06 年 1 月，Windows 環境向けの開発，管理
サービスを手掛ける Internosis を買収し，サービス事業の拡大を図った．これらの戦略の結
果，急成長を遂げ，2 位以下の競合企業を大きく引き離している（表 8 参照）． 
 
表 8 World Wide ストレージソフトウェアの売上高推移 
 
（出所）IDC 資料より著者作成 
 
（2）参入期の成功要因分析（2003～2004 年） 
第 1 に，競争戦略について特に重要だったのは，価格競争から情報管理の総所有コスト
プロセス
参
入
期
後発優位
M&Aによる短期間での
製品群とシェアの獲得
内部資源
組織再編能力
（組織再編100日PG）
経営資源 競争戦略
外部資源
業界別，業務別の
高シェア製品群
差別化
特定業界・業務に
特化した製品の提供
新規ビジネス成功
ERP業務ソフトの
短期間での参入
成
長
期
（
初
期
）
差別化
SAPの弱い分野に注力し
直接競合を回避
ミドルウェア開発を強化し
製品統合力を強化
内部資源
ソフト開発技術者を，
他社ミドルウェアとの
互換開発へシフト
外部資源
買収した高シェア製品群
外部開発人員の採用
新規ビジネス拡大
ERP業務ソフトの
短期間での拡大
パフォーマンスBM
製品開発
ミドルウェアの自社開発
を強化することで，
急増した製品群との
統合を素早く実現
製品開発
自社ミドルウェア開発へ
の投資拡大
ERP業務ソフトは他社の
ミドルウェア製品上での
動作保障をすることで，
顧客の利用環境を拡大
：成功要因：特に重要だった成功要因 ：予備的フレームワークにはない重要だった成功要因（注）
プロセスについては，「活動の独自性」のみ記載
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削減へと，競争の舞台を変化させた「差別化」戦略である．その他の成功要因は，M&A に
よる「後発優位」である．ソフト製品を買収し，自社のストレージと組み合せた ILM ソリ
ューションを提供した．第 2 に，プロセスの成功要因は，製品開発と調達といった「活動
の独自性」である．基礎技術は自社で研究を継続し，補完ソフトについては市場実績の高
い製品を買収し，製品間連携に注力した．第 3 に，経営資源について特に重要だったのは，
基礎技術の開発人員を活用した「内部資源の活用」である．その他の成功要因は，外部の
人的資源を活用した「外部資源の活用」であり，買収先の CEO は要職で残した． 
 
（3）成長期（初期）の成功要因分析（2005 年以降） 
第 1 に，競争戦略についての成功要因は，買収したソフト製品と，自社開発の製品につ
いて互換性を堅持した「差別化」戦略であり，顧客資産の継続利用を可能にした．また，
販売パートナーを活用した「チャネル戦略」がみられた．第 2 に，プロセスについて特に
重要だったのは，製品開発と販売といった「活動の独自性」である．製品開発では，製品
間の互換性の開発サービス事業の開発に注力した．販売では SMB22) を得意とする企業を買
収し，SMB 市場へ参入することでターゲット市場を拡大した．第 3 に，経営資源について
特に重要だったのは，自社のストレージハードを活用した「内部資源の活用」である．次
いで，外部の販売パートナーを活用した「外部資源の活用」である． 
以上，本事例の成功要因の分析結果を示したものが表 9 であり，成功要因フレームワー
クの適合性を評価したものが図 5 である．後発参入であるが，重要な要因が予備的フレー
ムワークの要因群に包含されており，予備的フレームワークと概ね適合している．しかし，
予備的フレームワークにはなかった要因（マーケティング戦略）が見出された． 
競合他社の考察 
2005 年 1Q で業界 2 位だった VERITAS は，Symantec によって買収された．また，IBM，
Network Appliance などのハードウェアをもつ企業が売上高を拡大している． 
 
表 9 EMC「外部ストレージソフトウェア」の成功要因分析表 
 
 
1 先行優位 －
2 後発優位 ○
3 コストリーダーシップ －
4 差別化 ◎
5 ファミリー企業の形成 －
6 キラーアプリの発見 －
7 活動の独自性 ○
8 プロセス全体の独自性 ○
9 内部資源の活用 ◎
10 外部資源の活用 ○
11 コストリーダーシップ －
12 差別化 ○
13 互換性の堅持 －
14 よい競争相手の育成 －
15 ドミナントデザイン確立 －
マーケティング戦略 － チャネル戦略 ◎
16 活動の独自性 ○
17 プロセス全体の独自性 ◎
18 内部資源の活用 ◎
19 外部資源の活用 ◎
（注）評価：特に重要だった成功要因「◎」，成要要因「○」，成功要因ではなかったもの「－」

成長期
(初期)
競争戦略
基本戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
標準化戦略
項目 内容 評価（注）
参入期
競争戦略
タイミング戦略
基本戦略
標準化戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
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図 5 EMC「外部ストレージソフトウェア」の成功要因フレームワーク 
 
Ⅴ．分析 
本章では，前章での各事例の分析結果を横断的に分析して，「既存のグローバル IT 企業
の新規ビジネスでの成功要因」の仮説と，「単一の分析フレームワーク」を導出する． 
 
1．仮説の導出とフレームワークの構築 
（1）見いだされた事実 
前章での各事例の個別分析結果をまとめたのものが，表 10 である．スペースの関係で詳
細には言及しないが，予備的フレームワークに含まれる諸要因の中の多くの要因（19 要因
中の 10 要因）が「特に重要だった成功要因」もしくは「成功要因」に含まれていたが，1
～3 社にしか該当しない要因も見いだされた．また，予備的フレームワークにはなかった
要因が 1 つ（「マーケティング戦略」），また同仮説では想定していなかった組み合せ（「コ
ストリーダーシップと差別化の同時実現」）も見いだされた． 
 
表 10 成功要因分析一覧表 
 
プロセスについては，「活動の独自性」のみ記載
プロセス
参
入
期
後発優位
M&Aによる短期間での
製品群とシェアの獲得
内部資源
基礎技術の開発人員
経営資源 競争戦略
外部資源
買収企業のCEOを登用，
高シェアソフト製品
差別化
ハード性能から機能への
競争の土俵変更
新規ビジネス成功
ストレージソフトの
参入と
ILMビジネス立上げ
成
長
期
（
初
期
）
差別化
製品ラインナップ拡大
ILM関連サービスの提供
内部資源
製品/サービス開発人員
自社ストレージハード
外部資源
販売パートナー
高シェアソフト製品群
チャネル戦略
間接販売による
SMBの市場開拓
新規ビジネス拡大
ILM関連サービス
ビジネスの立上げ
販路の拡大
パフォーマンスBM
製品開発
基礎技術は自社開発を継続
買収ソフトとの製品間連携
調達
市場実績の高いソフト製品
買収により入手
製品開発
製品間の互換性の開発
サービス事業の開発
販売
販売会社の買収により
間接販売網を整備
：成功要因：特に重要だった成功要因 ：予備的フレームワークにはない重要だった成功要因（注）
IBM HP Oracle EMC
1 先行優位 ◎ ◎ － －
2 後発優位 － － ○ ○
3 コストリーダーシップ － ◎ － －
4 差別化 ○ ◎ ◎ ◎
5 ファミリー企業の形成 ○ － － －
6 キラーアプリの発見 － ○ － －
7 活動の独自性 ○ ◎ ◎ ○
8 プロセス全体の独自性 ○ ○ ○ ○
9 内部資源の活用 ○ ○ ◎ ◎
10 外部資源の活用 ◎ ◎ ○ ○
11 コストリーダーシップ － ◎ － －
12 差別化 ◎ ◎ ○ ○
13 互換性の堅持 ○ ○ － －
14 よい競争相手の育成 ○ ○ － －
15 ドミナントデザイン確立 － ○ ○ －
マーケティング戦略 － チャネル戦略 ◎ ◎ － ◎
16 活動の独自性 ○ ◎ ○ ○
17 プロセス全体の独自性 ○ ○ ○ ◎
18 内部資源の活用 ○ ◎ ◎ ◎
19 外部資源の活用 ◎ ○ ◎ ◎
（注）評価：特に重要だった成功要因「◎」，成要要因「○」，成功要因ではなかったもの「－」

成長期
(初期)
競争戦略
プロセス
経営資源
基本戦略
標準化戦略
販売，製造，調達，製品開発
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
全くの新規 自社に新規
経営資源
人材，技術・製品，機器・設備，
流通チャネル
項目 内容
参入期
競争戦略
タイミング戦略
基本戦略
標準化戦略
プロセス 販売，製造，調達，製品開発
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（2）既存のグローバル IT 企業の新規ビジネスの成功要因についての仮説 
以上の発見事実から，「既存のグローバル IT 企業の新規ビジネスの成功要因」について
の仮説を導出することができる．それは，参入期と成長期（初期）の双方において，4 事
例に共通に見いだされた「特に重要だった成功要因」と「成功要因」，すなわち，「差別化」
（競争戦略），「活動の独自性」（プロセス），「プロセス全体の独自性」（プロセス），「内部
資源の活用」（経営資源），および「外部資源の活用」（経営資源）と，成長期（初期）の 3
事例に見いだされた「チャネル戦略」（マーケティング戦略）からなるものである．「差別
化」が参入期と同様に成長期（初期）でも重要であること，および「チャネル戦略」が成
長期（初期）に「特に重要」な要因として登場することにも注目して導出したのが，次の
仮説である． 
 
［仮説］既存のグローバル IT 企業が新規ビジネスで成功するためには，「プロセス全
体の独自性」によって，またより以上に「活動の独自性」によって裏付けられた「差
別化戦略」によって参入しなくてはならない．そして，「プロセス全体の独自性」と「活
動の独自性」の形成のためには，「内部資源の活用」と「外部資源の活用」の両方が重
要である． 
さらに，その後の成長期（初期）には，参入期の「差別化戦略」を継続するととも
に，「チャネル戦略」を導入しなくてはならない．なお，差別化戦略は，参入期と同様
に，「プロセス全体の独自性」と，「活動の独自性」によって裏付けられたものでなく
てはならず，それらの「独自性」の形成のためには，参入期以上に「内外の資源の活
用」が重要である． 
 
（3）単一の分析フレームワークの構築 
次いで，「既存のグローバル IT 企業の新規ビジネスでの成功要因についての単一の分析
フレームワーク」を導出する（図 6 参照）．これは，各企業の個別の環境要因（競争の状況，
技術的要因等）による違いというよりも，多くの環境要因に適用可能な要因の集合を意味
するので，上述の「仮説」の導出の場合とは異なり，1 社にでも見いだされた要因の集合
からなるものと考えることができる．そして，この基準によれば，「先行戦略」（タイミン
グ戦略）と「後発戦略」（タイミング戦略），「コストリーダーシップ」（基本戦略），および
標準化戦略がいずれも「単一の分析フレームワーク」の構成要因に含まれることになる．
なお，次に述べるように，これらの要因は，同基準によるだけでなく，既存の研究の成果
からも構成要因とすることが適切なことが分かる． 
まず，「先行戦略」と「後発戦略」は事例研究では 2 社ずつに分かれたが，先行戦略が重
要だったのは「全くの新規」事業の場合であり，これは，半導体のような規模の経済が強
く作用する“ハード製品”ではよく知られた事実である．本研究の 4事例のうち，「先行優位」
が該当した IBM と HP の製品がハードウェアであることはこのことと整合的である． 
次に，「コストリーダーシップ」も，それが参入時はもちろん，その後の成長期（初期）
に強力な要因として作用する製品があることはよく知られている．製品の属性から差別化
が困難な製品（例えば半導体）がそれであり，本研究で扱った製品の多くが，それとは逆
に差別化が可能な製品だったことと合致している． 
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最後に，標準化戦略がが重要だったのは IBM と HP の事例であり，「全くの新規」事業
の場合であった．これは，新たな規格へシフトする全くの新規事業においてよく知られた
事実である．以上より，表 10 の要因はすべて同フレームワーク，すなわち「本フレームワ
ーク」の構成要因と見ることができる． 
 
 
図 6 新規ビジネス成功要因の本フレームワーク 
 
2．ディスカッション 
（1）本研究の貢献と実践へのインプリケーション 
本稿の貢献は次の諸点である．第 1 に，これまでなかった「既存のグローバル IT 企業の
新規ビジネスの成功要因」についての仮説を導出したこと，また，より一般的な「既存の
グローバル IT 企業の新規ビジネスの成功要因についての単一の分析フレームワーク」を導
出し，その有効性を示したことである．それは，IT 業界でも本研究で扱っていない製品に
も適用可能なものと考える． 
第 2 に，分析フレームワークの適用範囲について，参入期に加え，成長期（初期）まで
拡張したことである．これは，外部環境の変化と，新規ビジネスの成功要因との関係性を
捉える上で重要であると考える．例えば，高不確実性下での新規ビジネスでは，参入時点
での成功が，その後の成功を保証しない．そのため，参入時点で参入後の戦略を充分考え
て実行できるかという点が重要である．また，グローバルな競争環境では，競争の状況（競
争圧力，競争者数等），技術的要因（新技術の出現，模倣困難性等）を，世界的な観点から，
経時的に捉えなければならないことを示唆している． 
第 3 に，従来は，分野横断的な研究に対しては否定的な見方が強かったが，テーマによ
ってはそれが必要であり，また可能なことを示したことである．ことに，環境の変化が急
速で，不確実性が高い環境下でいかに企業の存続を確保するかといった“大きな”，しかし
きわめて重要なテーマに取り組むには，既存の研究分野区分にとらわれない，より包括的
な視点からの研究が必要であり，また可能なことが明らかになったと思われる． 
 
（2）本研究の限界と今後の研究の方向 
第 1 に，本研究はあくまでも「フレームワーク」についてのものであり，そこに含まれ
パフォーマンスBM
成
長
期(
初
期)
参
入
期
競争戦略プロセス
先行優位，後発優位
新規ビジネス成功
内部資源
外部資源
新規ビジネス拡大
プロセス全体の独自性
活動の独自性
標準化戦略
内部資源
外部資源 プロセス全体の独自性
活動の独自性
標準化戦略
経営資源
コストリーダーシップ,
差別化，ミックス
コストリーダーシップ,
差別化，ミックス
マーケティング戦略
(チャネル戦略)
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る要因間のより厳密な因果関係の分析は今後の課題として残されていることである．特に，
プロセスの分析について，個別活動の独自性および，プロセス全体の独自性の分析が不十
分であり，企業内部の情報をさらに加えて分析する必要がある．また，成功要因の分析に
ついて，その妥当性をより高めるために，成功しなかったケースとのより詳細なレベルで
の比較分析が必要であり，今後継続して実施していく計画である． 
第 2 に，新規ビジネスを取り巻く環境要因が，新規ビジネスの成功要因に与える影響に
ついての分析が不十分な点である．競争の状況，技術的要因による，新規ビジネスへの影
響や，新規ビジネスのタイプによる違いを中心に，さらに研究する必要がある． 
最後に，本稿における分析は，ある時点の BM のスナップショットを分析したものであ
り，BM の構築をどのように実現するのかといったプロセスや，BM の構築能力については
触れていないことである．これらの分析には，Dynamic Capability の概念（Teece, Pisano and 
Shuen, 1997）の導入が有効であると考えられるため，今後，Dynamic Capability の観点から
BM の構築を研究する予定である． 
 
3．結論 
本研究では，「既存のグローバル IT 企業の新規ビジネスの成功要因」についての仮説と，
「既存のグローバル IT 企業の新規ビジネスの成功要因についての単一の分析フレームワ
ーク」の導出という目標を設定して事例研究を行い，概ねその目的を達成できたと考える．
しかし，上述の通り，その限界と残された課題もあるので，それらについての研究をさら
に続けていきたい． 
以上 
 
注 
1) Porter は，新事業への参入について，一部言及している．その内容は，戦略デシジョン（吸収
合併によるものと，自社内で新たに事業を起こす方法の 2 つの方法）についてであり，具体的
には，参入時点での，参入対象業界に存在する基本的な市場要因によって決まるとしている．
しかし，「市場にはじめて登場した全くの新規ビジネス」については，想定していない． 
2) 新製品の参入について，Kotler（2001）は，アイデアの創出から商品化までの 8 段階の新製品開
発プロセスを示しているが，本研究では，それらの意思決定については，対象外としている． 
3) 新規事業のタイプについて，Booz, Allen and Hamilton（1982）は 6 つのカテゴリー（①全く新し
い製品，②新製品ライン，③既存製品ラインへの追加，④既存製品の改良，⑤リポジショニン
グ，⑥コスト削減）に分類しているが，本研究では①～③の比較的革新的な事例を対象とした． 
4) なお，本来は失敗事例との比較分析についても実施すべきであるが，アクセスが困難だったた
め，失敗事例については分析対象のビジネスに関係する人々へのインタビューと，2 次データ
をもとにした著者による考察にとどめた． 
5) Moore（2004）のキャズム理論では，「初期市場」と，キャズムを超えた「メインストリーム市
場（ボウリング・レーン，トルネード，メイン・ストリート，終焉）」に分類しているが，本研
究は，初期市場からトルネードの初期段階を対象としている． 
6) インタビューでは，成功要因分析表の項目以外の成功要因の有無と，あった場合の成功要因の
確認，他社が分析対象企業ほどの成功に至らなかった要因の確認を実施した．また，成功要因
分析表の 3 段階の評価は，各事例について複数の関係者および知見のある人々に評価して頂き，
評価が分かれた場合は，効果をより知っている方の評価を優先した． 
7) オープンソースソフトウェアと呼ばれるフリーOS．1991 年，ヘルシンキ大学の学生であったリ
ーナス・トーバルズ氏は，x86 アーキテクチャで稼働する「UNIX ライクな OS」を目指して，
Linux カーネルの開発を開始した．その後，世界中のプログラマーが開発に参加した． 
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8) Sun Microsystems は，2010 年 1 月に Oracle によって買収された． 
9) 有償の Linux を提供する企業． 
10) Linux のオープンコミュニティ．オープンコミュニティとは，無償でソース・コードが公開さ
れているオープンソースソフトウェアに関わる活動を行っている主に個人を中心とした民間の
非営利団体である（出所：IT 用語辞典 e-Words）． 
11) Compaq は，2001 年 9 月に HP によって買収された． 
12) ミニノート PC とは，ノート PC の分類のうち，小型，軽量，低価格といった特長をもつ，新た
なカテゴリーである．Netbook ともいう． 
13) 河合（2012）は，コストリーダーシップと差別化の同時追求が可能な条件を示している．同時
追求の可能性は，革新的で模倣困難な BM が存在する場合であり，「いずれに重点があるのか」
で 2 タイプを示した．1 つは，コストリーダーシップ主導（低価格戦略内差別化戦略），もう 1
つは，差別化主導（差別化戦略内低価格戦略）である． 
14) Original Equipment Manufacturer の略．相手先ブランド製造． 
15) Relational Data Base の略． 
16) Enterprise Resource Planning package の略．企業の経営資源を有効に活用し経営を効率化するた
めに，統合的に管理するためのソフトウェアパッケージ（出所：IT 用語辞典 e-Words）． 
17) Supply Chain Management の略． 
18) Customer Relationship Management の略． 
19) OS 上で動作し，アプリケーションソフトに対して OS よりも高度な機能を提供するソフトウェ
ア．OS とアプリケーションソフトの中間的な性格を持っている（出所：IT 用語辞典 e-Words）． 
20) Information Lifecycle Management の略．情報の重要度や利用目的・頻度の変化に応じて格納に適
したストレージへ移動・配置し，効率的な投資を実現する考え方（出所＠IT 情報マネジメント）． 
21) Network Attached Storage の略． 
22) Small and Medium Business の略． 
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